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第１回 西脇市子ども・子育て会議基準等検討部会 議事録 

日時 平成26年６月30日（月） 15時00分～16時30分 

場所 西脇市生涯学習まちづくりセンター 会議室１ 

参加者 

小﨑委員（部会長）、松尾委員、萬浪委員、桝田委員 

芹生委員、岡本委員  

 

事務局： 田中福祉生活部長、清水児童福祉課長、 

     東学校教育課長、松本教育研究室長、 

今村生涯学習課長、鈴木児童福祉課長補佐、 

村上生涯学習課主査 

議 事 

（１）会議の運営について 

（２）子ども・子育て支援新制度について 

（３）子ども・子育て支援新制度において条例等で定める

基準について 

（４）その他 

資 料 

・会議次第 

・子ども・子育て支援新制度なるほどＢＯＯＫ（国パ

ンフレット） 

・資料子ども・子育て支援新制度関係スケジュールの

現状と予定 

・資料１子ども・子育て支援新制度において条例等で

定める各基準について（簡易版） 

・資料２子ども・子育て支援新制度において西脇市が

条例等で定める各基準について（詳細版） 

・資料３保育の必要性の認定に関する基準について 

・厚生労働省令・内閣府令（写し） 

・西脇市子ども・子育て会議条例（写し） 

・西脇市子ども・子育て会議傍聴要綱（写し） 

 

１．開会 

２．委嘱状の交付 
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３．部長あいさつ 

４．委員紹介 

５．部会長の選出 

６．議事 

⑴ 会議の運営について 

部会長 事務局から提案願いたい。 

事務局 
●資料 「西脇市子ども・子育て会議条例」「西脇市子ども・子育て

会議傍聴要綱」をもとに説明 

部会長 
委員の皆様、会議運営について何か質問はあるだろうか。 

公開前に委員への事前確認は、あるのか。 

事務局 事前確認をお願いし、その後、ホームページ上に公開する。 

部会長 

他にないようであれば、会議資料の傍聴要綱や会議録の作成、会議

の風景の写真撮影とホームページへの掲載について、皆さんに承認

いただきたい。 

ご賛同いただけるようであれば、挙手をお願いしたい。 

●全員挙手 

部会長 

では、原案通り公開することとする。 

続いて、子ども・子育て支援新制度について、事務局から説明願

いたい。 

⑵ 子ども・子育て支援新制度の概要について 

事務局 

●「子ども・子育て支援新制度なるほどＢＯＯＫ（国パンフレット）」、

「資料 子ども・子育て支援新制度関係スケジュールの現状と予定」

をもとに説明 

部会長 

まずは、事務局の説明で、何かご質問はあるか。 

とりあえず、時間がないということが、わかったと思われる。国

のスケジュールの遅延している中、地方がほぼ同時進行で準備して

いる状況。 

●質疑等なし 

部会長 

特に、質疑がないようなので、スケジュール等については、この予

定で進めていく。 

続いて、子ども・子育て支援新制度において条例等で定める基準に

ついて事務局から説明願いたい。 
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⑶ 子ども・子育て支援新制度において条例等で定める基準について 

事務局 

●資料１「子ども・子育て支援新制度において条例等で定める各基

準について（簡易版）」、資料２「子ども・子育て支援新制度におい

て西脇市が条例等で定める各基準について（詳細版）」、「厚生労働省

令・内閣府令（写し）」をもとに説明。 

※基準制定の概要と条例化を要する３つの基準の詳細を説明。「保育

の必要性の認定基準」の詳細説明は、後に説明を行う。 

部会長 

子ども・子育て支援新制度において条例等で定める基準について、

まずは、条例化が必要な３つの基準について説明があったが、ご質

問があればお願いしたい。 

地域型保育事業について、現在、西脇市には事業者はあるのか。 

事務局 

家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業については、

公的な事業としてはない。 

事業所内保育事業は、現在、特別養護老人ホーム、公立病院、民間

病院の３事業所内で事業実施されている。 

部会長 

現在、市内で実施事業がないから何もしなくていいということでは

ない。新制度の大きなところでは、多様な保育ニーズに対応しなけ

ればならない。そのため、民間事業者などによる事業実施に備えて、

各種事業の基準を整備しておく必要がある。 

質疑、意見は、他にあるか。 

委員 

資料２の５ページの例えば、小規模保育事業の職員数の欄で、「０

歳児 ３：１」となっている。厚生労働省令（国の基準）では、「乳

児 おおむね３人につき１人」の保育士配置がうたわれている。こ

の違いは？ 

委員 
事務局の説明では、各種基準は、多くの部分が現行制度上の基準を

継承しているとあったが、どうか。 

事務局 

資料２については、表形式での説明のため、幅のない表現になって

いるが、国の基準と同様、「おおむね」となっているものと理解して

いただきたい。条例制定にあたっては、国の基準と同様の表現とな

る。 

なお、国の基準については、現行制度の「児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準」の職員配置の条項に準じたものとなっており、

「おおむね」も記述されている。 

委員 

現在、西脇市においては、家庭的保育事業などの事業は実施されて

いないとのことであったが、このような小規模の保育の需要はある

のか。 
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事務局 

過去に、家庭的保育事業のようなことを立ち上げたいと相談を受け

たと聞いたことはある。 

また、少人数での生活から集団にならしていきたいという話も聞い

たことがある。潜在ニーズというか、そのような思いをもった保護

者もいるのかなとは考えている。 

部会長 

事業者としては、公的な給付を受けて、やっていけると目途が立て

ば、参入することになるだろう。 

一定規模の保育施設がない山間部において、採算がとれれば、参入

してくる可能性もあるだろう。 

 

これまで、事業所内保育事業のように、自主的に行われてきた保育

は、比較的自由な裁量で実施できたが、もし、給付を受けることが

できる新制度の下で運営するとなると基準をクリアしなければなら

ない。 

一例として、全国的には、認可、無認可関係なく保育施設で死亡事

故が起こっている。基準を満たしている認可施設でも起こっている

ということを考えると、「保育従事者の資格」や「配置基準」など安

全面を考慮した基準としなければならなのではないか。 

事業者側は、ハードルが高くなると事業参入が難しくなり、多様な

保育ニーズに対応できなくなる。 

一方では、保育の質や安全の担保という面から、ある程度のハード

ルを設定しなければならない。 

４つの類型からなる地域型保育事業での基準をどう捉えるかとい

うことになるが、現在、西脇市では実施されていないので、想定し

にくいかもしれないが、さきほどの視点からも意見などをいただけ

ればと思うが。 

●意見等なし 

部会長 

特に、意見等がないようなので、次に入りたい。７ページの「特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の確認基準」に入るが、ま

ず、特定教育・保育施設の関係で何かあるか。 

委員 

７ページの「運営規程」の欄で、項目が並んでいる。 

例えば、④の「教育・保育を行う日、時間、提供を行わない日」と

あるが、その設定内容を市が確認されるのか。 

事務局 

ここにある「運営規程」は、施設として運営に関する規程を備え、

その定めなければならない項目をあげている基準である。 

それぞれの内容については、認定こども園等の施設を認可されてい
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る県の基準の範囲であり、別途指導監査等に関わってくるものであ

る。 

部会長 
園児数の少ない園の立場からは、これまでの基準については、どう

思われるか。 

委員 
山間地にある園児数が、今後、急激に伸びないような幼稚園として

は、なかなかイメージしにくい。 

部会長 

これまでの基準の内容で、感じられていると思うが、この制度は、

都市部を意識した制度である。例えば、何かをお知らせするのに「ホ

ームページに掲載しなさい」というようなところを考えると全国的

に考えた場合、ホームページを持っている園は、いくつあるのかと

いう疑問もある。 

基準を考える上で、西脇市の現状や地域性に応じた意見も考えてい

ただければと思う。 

次に、７ページの「放課後児童健全育成事業の設備及び運営基準」、

いわゆる学童保育の基準に入りたい。現在の事業の状況や内容等は、

どうなっているのか。 

事務局 

まず、従事している人数は、登録児童数 524 人対して 48 人の指導

員がいる。その指導員のうち教員免許や保育士等の有資格者は、32

人、無資格者は、16 人となっている。児童に対する指導員の配置は、

指導員１人当たり、20 人を切っている。 

設備の基準に当たる児童１人につきおおむね 1.65 ㎡だが、８校 10

教室のうち、７校はクリアしている。 

開所時間については、休業日は、８時 15 分から 18 時 30 分で 8時

間以上、休業日以外は、授業後から 18 時 30 分まで３時間以上とし

ている。また、年間の開所日数は、日曜、祝日、お盆、年末年始な

どを除き 280 日程度の日数であり、時間・日数ともクリアできてい

る。 

その他、利用対象児童は、基本的には、小学校３年生までとしてい

るが、障害児については、６年生までの利用としている。 

部会長 

現在は、ガイドラインでの運用となっているが、今後、この基準が

条例化されることとなる。 

新制度では、小学校６年生までとなり、利用児童の増加に対する対

応が課題となる。 

幼稚園、保育所から小学校に入学した児童の放課後保育をイメージ

して意見をいただければ。 

委員 資料２の 11 ページの一般原則の中の「自ら運営の内容について評
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価を行い、その結果を公表するように努めなければならない」とあ

るが、現在、実施されているのか。 

事務局 
教育委員会内部での事務事業評価があり、議会等への報告を行って

いるので、現時点においては、これにあたるものと考えている。 

部会長 

現在、８校とも市が運営しているため、教育委員会組織での評価や

議会への報告がなされている。この基準については、民間事業者の

参入も想定していることから、先ほどの「評価・公表」というもの

の条項が設けられている。 

今後、利用対象が小学校６年生までとなり、増加することが想定さ

れるが、設備基準等は、クリアできるのか。 

事務局 
基準があるため、部屋数が不足するなどした場合、増設の対応も考

えなければならない。 

部会長 対応が急となるため、学校の空き教室の活用などは可能か。 

委員 

市内の学校規模にもよるが、大きなところは、無理ではないか。

学校と学童保育の連携は、難しいのではないか。児童の学校生活と

放課後生活とのけじめなど現場としては、細かな課題がある。 

小学校６年生までとなり、どのくらい増える見込みなのか。 

事務局 

ニーズ調査としては、ある程度の利用見込みの数値が出てきている

が、数値どおりの利用がないのではないかと考えている。 

実際のところは、学年があがると授業が長くなるため、学童保育の

利用時間と変わらない児童は、４月の１か月だけ利用し、利用登録

のみとなる現象が起こっている。 

利用している児童数の半分程度が、高学年になっても利用する見込

みであると考えている。 

ただし、夏休みなどの長期の休業の利用が増えることも想定できる

ので、対応が難しいことも考えられる。 

部会長 
これまでの話からすると一定の期間、経過措置を設けることも考え

られるのでは。 

委員 
特に、市内の大規模な学校の対応が難しいのではないか。学校の

空き教室がなく、また、増設のための敷地の確保も難しいだろう。 

部会長 
では、次に、議事３の後半「保育の必要性の認定基準について」に

入る。では、事務局から説明願いたい。 

⑶ 子ども・子育て支援新制度において条例等で定める基準について 

  （保育の必要性の認定基準について） 

事務局 
●資料２「子ども・子育て支援新制度において西脇市が条例等で定

める各基準について（詳細版）」、資料３「保育の必要性の認定に関
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する基準について」をもとに説明。 

部会長 

「保育の必要性の認定に関する基準について」の説明があったが、

特に、市町村が定めなければならない「就労時間の下限設定」は、

現在どうなっているのか。また、新制度では、どのように考えてい

るか。 

事務局 

現在、月 64 時間の就労時間を下限として運用している。 

保護者の働き方も、様々な形態となっており、新制度では、多様な

保育ニーズに応えられるようにしたい。 

幅を広げることで、柔軟に対応できることから月 48 時間としたい。 

部会長 

事務局から、多様な働き方に対応するため、下限を下げることで対

象を広げたいとのことであった。 

資料３のイメージにあるような、１日４時間で週３日の勤務という

のが例として挙がっているが、現在、園児が週３、４日ほどしか通

園していないケースはあるのか。 

委員 
週何日という通園児はいない。 

保護者の勤務形態については、細かなところまではわからない。 

委員 同じく、週何日という通園児はいない。 

部会長 
新制度では、ひょっとすると週３日しか通園しない児童もでてくる

かもしれない。現場の先生方も対応が大変になるかもしれない。 

委員 

子どもがまだ小さく、比較的若い保護者がこのような働き方を選択

している。 

子どもが小さい間は、できるだけ自身で子育てしながら、働きにも

出たいという思いかもしれない。 

委員 

事業所内保育所の場合は、通常、勤務日・時間と保育日・時間とが

マッチし、保育日数や時間をあらかじめ把握できるが、保育所の場

合は、保護者の就労形態は、通常、わからないため、保育日数や時

間は把握できないと思う。 

事務局 

現状、保育所入所申込みの際に添付される勤務証明の中で、勤務日

数や勤務時間を確認しており、月 48 時間程度では、保育に欠けない

とし、入所できない。 

部会長 

そのように入所できなかった児童を受け入れることによって、広い

意味で、社会全体で子育て支援をしましょうということで、下限を

下げたいということ。 

 

資料３の２「保育認定の基準」のところで、現行制度と新制度の比

較からもわかるとおり、⑦の就学が新たに認められるようになった。
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また、これまで、職業安定所で「子どもを預けられるところを探せ」

といわれ、保育所申込み窓口では、「就職していないとダメ」という

現場で起こっていた矛盾に対応するため⑥にある求職活動も事由と

して明確化された。 

多様なニーズに応えるようにしようという新制度の趣旨ともあう。 

また、そのように入所できなかった児童を受け入れることによっ

て、広い意味で、社会全体で子育て支援をしましょうということで、

下限を下げたいということ。 

委員 
共働きが増える中、安心して子どもを預けられる場所が増え、その

結果、働く人が増えていくということは、よいことだと思う。 

委員 

多様な保育ニーズに応えられるようにしておけば、若い世代が西脇

市に住みたいなと選んでもらえるのではないか。そういった意味か

らも賛成である。 

部会長 

それでは、意見もたくさん出たので、諮りたい。「就労時間の下限

設定」について、「月 48 時間」とすることに賛成の方は、挙手いた

だきたい。 

挙手全員のため、「就労時間の下限設定」は、「月 48 時間」とする。 

ありがとうございました。 

（４）その他 

事務局 

●次回の説明 

次回の本部会は、７月 25 日（金）15 時 30 分から第２回目を開催

したい。また、別途、案内をさせていただく。 

次回は、具体的な条例、規則案を提示し、確認をお願いしたい。 

３つの基準条例については、本日のご意見をいただいた中では、お

おむね国基準どおりとして問題ないと思われるので、国基準に沿っ

た条例案を提示したいと考えている。 

また、保育の必要性の認定基準については、協議いただいた「就労

時間の下限設定」は、「月 48 時間」と決まったので、その規則案を

提示したいと考えている。 

その他、第３回目以降、協議を要するものの資料説明等ができれば

と考えている。 

部会長 

今日は、かなりボリュームがあるものを一気に協議したため、もし

次回までに、何か質問や意見などがあれば、直接、事務局へ連絡い

ただきたい。 

また、それぞれの現場での意見等もお聞きいただき、次回以降の会

議で述べて頂ければと思う。 
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その他、委員さんから何かないか。 

ないようなら、本日の議事は、すべて終了した。 

それでは、事務局へお返しする。 

事務局 

本日は、基準について検討いただいた。今回の基準については、

９月議会への上程後、議決を経て、10 月施行となる。 

４月施行予定のものは、年度内に、順次、検討いただくことにな

る。 

今年度は、４回程度、開催することとなるが、ご出席の方は、よ

ろしくお願いしたい。 

本日は、ありがとうございました。 

 


